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２．産 業      

C0201-1 産業分類別就業者数 

常住地別就業者の推移は、平成 12 年に比べ令和 2 年は、第１次産業、第２次産業が減少傾

向にある。第３次産業は増加傾向にあり、平成 12 年に比べ令和 2 年では 1,801 人増加してい

る。 

また、従業地別就業者は、1 次、2 次、3 次産業共に増加傾向にあり、建設業と電気・ガス・

水道業で減少傾向であるが、製造業と卸売業、小売業では増加傾向である。 

 

表 2-1 産業分類別就業者数（常住地別集計表） 

資料：国勢調査 

 
 

表 2-2 産業分類別就業者数（従業地別集計表） 

資料：国勢調査 

  

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A. 農業、林業 3,470 13.71 3,244 13.85 2,906 11.38 3,030 12.43 2,506 10.51

B. 漁業 4 0.02 2 0.01 0 0.00 1 0.00 3 0.01

第 １ 次 産 業 合 計 3,474 13.72 3,246 13.86 2,906 11.38 3,031 12.44 2,509 10.52

C. 鉱業，採石業，砂利採取業 32 0.13 7 0.03 22 0.09 31 0.13 25 0.11

D. 建設業 2,669 10.54 2,129 9.09 2,006 7.86 1,726 7.08 1,565 6.56

E. 製造業 6,401 25.28 5,009 21.39 4,870 19.07 4,624 13.56 4,705 19.72

第 ２ 次 産 業 合 計 9,102 35.95 7,145 30.51 6,898 27.01 6,381 26.19 6,295 26.39

F. 電気・ガス・水道業 118 0.47 78 0.33 107 0.42 88 0.36 91 0.38

G. 情報通信業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 166 0.70

H. 運輸業，郵便業 804 3.18 715 3.05 821 3.22 774 3.18 613 2.57

I. 卸売業，小売業 4,806 18.98 3,510 14.99 3,637 14.24 3,408 13.99 3,277 13.74

J. 金融業，保険業 558 2.20 447 1.91 486 1.90 428 1.76 393 1.65

K. 不動産業，物品賃貸業 97 0.38 98 0.42 172 0.67 159 0.65 206 0.86

L. 学術研究，専門・技術サービス業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 763 3.20

M. 宿泊業，飲食サービス業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1,186 4.97

N. 生活関連サービス業，娯楽業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 882 3.70

O. 教育，学習支援業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1,008 4.23

P. 医療，福祉 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 3,357 14.07

Q. 複合サービス事業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 320 1.34

R. サービス業（他に分類されないもの） 5,642 22.28 7,372 31.48 8,354 32.71 8,660 35.54 1,317 5.52

S. 公務（他に分類されるものを除く） 669 2.64 718 3.07 961 3.76 973 3.99 916 3.84

第 ３ 次 産 業 合 計 12,694 50.14 12,938 55.25 14,538 56.93 14,490 59.46 14,495 60.76

T. 分類不能の産業 49 0.19 88 0.38 1,197 4.69 467 1.92 556 2.33

25,319 100 23,417 100 25,539 100 24,369 100 23,855 100

産業大分類
平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

合 計

令和2年

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A. 農業、林業 105 1.22 112 1.24 141 1.42 147 1.47 185 1.73

B. 漁業 2 0.02 0 0.00 1 0.01 1 0.01 0 0.00

第 １ 次 産 業 合 計 107 1.24 112 1.24 142 1.43 148 1.48 185 1.73

C. 鉱業，採石業，砂利採取業 16 0.19 1 0.01 2 0.02 3 0.03 2 0.02

D. 建設業 693 8.02 570 6.29 514 5.18 551 5.50 595 5.56

E. 製造業 4,160 48.14 3,901 43.05 4,358 43.94 4,513 45.07 4,579 42.79

第 ２ 次 産 業 合 計 4,869 56.34 4,472 49.35 4,874 49.14 5,067 50.60 5,176 48.37

F. 電気・ガス・水道業 59 0.68 40 0.44 44 0.44 42 0.42 38 0.36

G. 情報通信業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 92 0.86

H. 運輸業，郵便業 546 6.32 580 6.40 608 6.13 588 5.87 554 5.18

I. 卸売業，小売業 1,051 12.16 1,054 11.63 1,164 11.74 1,026 10.25 1,104 10.32

J. 金融業，保険業 158 1.83 161 1.78 147 1.48 153 1.53 136 1.27

K. 不動産業，物品賃貸業 15 0.17 20 0.22 52 0.52 54 0.54 48 0.45

L. 学術研究，専門・技術サービス業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 207 1.94

M. 宿泊業，飲食サービス業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 304 2.84

N. 生活関連サービス業，娯楽業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 209 1.95

O. 教育，学習支援業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 547 5.11

P. 医療，福祉 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 1,055 9.86

Q. 複合サービス事業 0 0.00 0 0.00 0 0.00 0 0.00 127 1.19

R. サービス業（他に分類されないもの） 1,723 19.94 2,465 27.20 2,460 24.80 2,665 26.61 352 3.29

S. 公務（他に分類されるものを除く） 105 1.22 152 1.68 121 1.22 162 1.62 169 1.58

第 ３ 次 産 業 合 計 3,657 42.32 4,472 49.35 4,596 46.34 4,690 46.83 4,942 46.19

T. 分類不能の産業 9 0.10 6 0.07 307 3.10 109 1.09 397 3.71

8,642 100 9,062 100 9,919 100 10,014 100 10,700 100

令和2年
産業大分類

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
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図 2-1 産業分類別就業者数（常住地別就業者）構成比 

 

 

図 2-2 産業分類別就業者数（従業地別就業者）構成比 
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C0201-2 職業分類別就業者数 

常住地別就業者は、ほぼ横ばい又はやや減少であるが、専門的・技術的職業従事者は 928 名

増加している。 

伊那市外で従事する職業別の就業者は、ほとんどの産業で増加傾向であり、特に専門的・技

術的職業従事者、サービス業の就業者数が増加している。 

 

表 2-3 職業分類別就業者数（常住地別集計表） 

資料：国勢調査 

 
 

表 2-4 職業分類別就業者数（従業地別集計表） 

資料：国勢調査 

 

 

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比
人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A. 管理的職業従事者 675 2.7 547 2.3 633 2.5 552 2.3 451 1.9

B. 専門的・技術的職業従事者 2,661 10.5 2,672 11.4 3,187 12.5 3,419 14.0 3,589 15.1

C. 事務従事者 3,777 14.9 3,778 16.1 3,973 15.6 3,863 15.9 3,792 15.9

D. 販売従事者 2,953 11.7 2,688 11.5 2,725 10.7 2,524 10.4 2,308 9.7

E. サービス職業従事者 2,177 8.6 2,245 9.6 2,983 11.7 3,068 12.6 3,030 12.7

F. 保安職業従事者 178 0.7 212 0.9 277 1.1 254 1.0 262 1.1

G. 農林漁業従事者 3,399 13.4 3,196 13.7 2,795 10.9 2,932 12.0 2,389 10.0

H. 生産工程従事者 4,417 18.5

I 輸送・機械運転従事者 556 2.2 449 1.9 576 2.3 537 2.2 497 2.1

J.  建設・採掘従事者 937 3.9

K. 運搬・清掃・包装等従事者 8,891 35.1 7,537 32.2 7,208 28.2 6,754 27.7 1,647 6.9

L. 分類不能の職業 52 0.2 93 0.4 1,182 4.6 466 1.9 536 2.3

25,319 100.0 23,417 100.0 25,539 100.0 24,369 100.0 23,855 100.0

産業大分類
平 成 12 年 平 成 17 年 平 成 22 年 平 成 27 年 令 和 2 年

合 計

就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

A. 管理的職業従事者 246 2.9 224 2.5 167 1.8 150 1.5 153 1.4

B. 専門的・技術的職業従事者 1,213 14.0 1,321 14.6 1,419 15.4 1,632 16.3 1,744 16.3

C. 事務従事者 1,458 16.9 1,587 17.5 1,481 16.0 1,645 16.4 1,621 15.2

D. 販売従事者 804 9.3 917 10.1 867 9.4 877 8.8 888 8.3

E. サービス職業従事者 371 4.3 546 6.0 696 7.5 751 7.5 784 7.3

F. 保安職業従事者 47 0.5 62 0.7 50 0.5 71 0.7 90 0.8

G. 農林漁業従事者 73 0.9 93 1.0 93 1.0 105 1.1 148 1.4

H. 生産工程従事者 3,470 32.4

I 輸送・機械運転従事者 319 3.7 315 3.5 288 3.1 342 3.1 328 3.1

J.  建設・採掘従事者 351 3.3

K. 運搬・清掃・包装等従事者 4,102 47.5 3,989 44.0 4,082 44.1 4,338 43.3 742 6.9

L. 分類不能の職業 9 0.1 8 0.1 104 1.1 103 1.0 381 3.6

8,642 100.0 9,062 100.0 9,247 100.0 10,014 100.0 10,700 100.0合 計

平 成 12 年 平 成 17 年 平 成 22 年 平 成 27 年 令 和 2 年
産業大分類



 

16 

 

 

図 2-3 職業分類別就業者数（常住地別就業者数）構成比 

 

 
 

図 2-4 職業分類別就業者数（従業地別就業者）構成比 
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C0202-1 産業大分類別事業所数及び従業者数 

表 2-5 産業大分類別事業所数及び従業者数（平成 21 年） 

資料：経済センサス基礎調査 

 

 

 

表 2-6 産業大分類別事業所数及び従業者数（平成 24 年） 

資料：経済センサス基礎調査 

 
 

 

1～4 5～29 30～

A.B.C.農林漁業 61 19 30 7 5 824 -

D.鉱業 6 3 3 - - 42 -

E.建設業 429 274 143 12 - 2,385 -

F.製造業 401 207 148 46 - 6,752 -

G.電気・ガス・熱供給・水道業 9 2 2 1 4 198 -

H.情報通信業 30 18 11 1 - 189 -

I.運輸業 47 15 19 10 1 926 -

J.卸売・小売業 915 610 277 26 - 5,949 -

K.金融・保険業 75 24 47 4 - 888 -

L.不動産業 164 138 21 3 2 586 -

M.飲食店・宿泊業 502 323 167 8 3 3,025 -

N.医療・福祉 215 63 101 16 35 3,572 -

O.教育・学習支援業 125 63 15 2 45 1,457 -

P.複合サービス業 535 389 121 18 6 3,776 -

238 168 56 10 4 1,694 -

46 - - - 46 1,401 -

S.分類不能の産業 116 - - - - - -

3,914 2,316 1,161 164 151 33,664 -

R.公務
（他に分類されないもの）

合 計

Q.サービス業
（他に分類されないもの）

産業大分類

平成21年

事業所数
従業者規模別事業所数 公務・

地方公共団体
従業者数

売上金額
（百万円）

1～4 5～29 30～

A.B.C.農林漁業 56 21 33 1 - 532 1,415

D.鉱業 7 4 2 0 - 28 641

E.建設業 379 243 127 7 - 2,024 -

F.製造業 381 188 143 48 - 6,409 185,802

G.電気・ガス・熱供給・水道業 5 0 2 1 - 95 -

H.情報通信業 27 18 8 1 - 152 -

I.運輸業 44 13 21 9 - 908 -

J.卸売・小売業 817 525 260 30 - 5,621 133,525

K.金融・保険業 70 22 42 5 - 802 -

L.不動産業 154 131 21 2 - 502 6,089

M.飲食店・宿泊業 480 293 179 7 - 2,799 9,531

N.医療・福祉 181 63 98 19 - 2,432 15,910

O.教育・学習支援業 69 54 13 2 - 383 -

P.複合サービス業 508 378 112 17 - 3,256 36,107

246 173 55 15 - 2,759 -

- - - - - - -

S.分類不能の産業 - - - - - - -

3,424 2,126 1,116 164 0 28,702 389,020

Q.サービス業
（他に分類されないもの）

R.公務
（他に分類されないもの）

産業大分類

平成24年

事業所数
従業者規模別事業所数 公務・

地方公共団体
従業者数

売上金額
（百万円）

合 計
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表 2-7 産業大分類別事業所数及び従業者数（平成 26 年） 

資料：経済センサス基礎調査 

 

 

 

表 2-8 産業大分類別事業所数及び従業者数（平成 28 年） 

資料：経済センサス基礎調査 

 

 

 

 

 

1～4 5～29 30～

A.B.C.農林漁業 68 24 39 5 3 797 2,364

D.鉱業 5 2 3 0 0 29 210

E.建設業 375 248 121 5 0 1,952 39,609

F.製造業 383 195 137 50 0 6,422 173,973

G.電気・ガス・熱供給・水道業 10 0 6 2 4 180 780

H.情報通信業 28 20 7 1 0 149 2,164

I.運輸業 34 13 14 7 1 718 10,194

J.卸売・小売業 852 540 284 26 2 5,786 147,850

K.金融・保険業 77 25 45 6 0 1,115 105,407

L.不動産業 156 134 19 3 2 589 4,277

M.飲食店・宿泊業 509 323 175 9 9 2,801 9,571

N.医療・福祉 240 71 140 26 32 4,237 18,078

O.教育・学習支援業 141 84 41 16 48 1,558 2,408

P.複合サービス業 530 402 109 17 9 3,050 42,996

252 170 60 19 4 2,921 13,115

44 21 13 10 44 2,263 -

S.分類不能の産業 - - - - - - -

3,704 2,272 1,213 202 158 34,567 572,996

産業大分類

平成26年

事業所数
従業者規模別事業所数 公務・

地方公共団体
従業者数

売上金額
（百万円）

Q.サービス業
（他に分類されないもの）

R.公務
（他に分類されないもの）

合 計

1～4 5～9 10～19 20～29 30以上

A.B.C.農林漁業 67 46 9 6 4 2 - 799 2,773

D.鉱業 6 3 2 1 - - - 48 535

E.建設業 354 277 40 23 9 5 - 1,902 -

F.製造業 360 211 50 38 17 44 - 6,228 168,838

G.電気・ガス・熱供給・水道業 3 - 1 1 - 1 - 90 -

H.情報通信業 25 19 4 1 - 1 - 143 287

I.運輸業 30 10 6 4 3 7 - 775 -

J.卸売・小売業 810 560 122 83 23 22 - 5,677 161,060

K.金融・保険業 70 26 18 17 4 5 - 806 -

L.不動産業 149 137 9 1 - 2 - 425 4,287

M.飲食店・宿泊業 138 102 24 3 5 4 - 893 9,172

N.医療・福祉 494 366 72 31 17 8 - 2,765 10,476

O.教育・学習支援業 335 282 20 19 7 7 - 1,473 34,408

P.複合サービス業 85 71 7 4 1 2 - 415 2,309

203 83 68 23 9 20 - 3,100 20,297

34 18 5 4 1 6 - 800 4,184

S.分類不能の産業 238 183 22 19 4 10 - 2,083 19,166

3,401 2,394 479 278 104 146 0 28,422 437,792

Q.サービス業
（他に分類されないもの）

R.公務
（他に分類されないもの）

合 計

産業大分類

平成28年

事業所数
従業者規模別事業所数 公務・

地方公共団体
従業者数

売上金額
（百万円）
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表 2-9 産業大分類別事業所数及び従業者数（令和元年）      

資料：経済センサス基礎調査 

 

注）令和元年経済センサスでは新規把握事業所の掲載しか無いため、合計の総数のみ記載。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1～4 5～9 10～19 20～29 30以上

A.B.C.農林漁業 - - - - - - - - -

D.鉱業 - - - - - - - - -

E.建設業 - - - - - - - - -

F.製造業 - - - - - - - - -

G.電気・ガス・熱供給・水道業 - - - - - - - - -

H.情報通信業 - - - - - - - - -

I.運輸業 - - - - - - - - -

J.卸売・小売業 - - - - - - - - -

K.金融・保険業 - - - - - - - - -

L.不動産業 - - - - - - - - -

M.飲食店・宿泊業 - - - - - - - - -

N.医療・福祉 - - - - - - - - -

O.教育・学習支援業 - - - - - - - - -

P.複合サービス業 - - - - - - - - -

- - - - - - - - -

- - - - - - - - -

S.分類不能の産業 - - - - - - - - -

3,526 0 0 0 0 0 0 0 0合 計

産業大分類

令和元年

事業所数
従業者規模別事業所数 公務・

地方公共団体

Q.サービス業
（他に分類されないもの）

従業者数
売上金額
（百万円）

R.公務
（他に分類されないもの）
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C0202-2 産業中分類別工業出荷額 

平成 21 年から令和 2 年までの工業出荷額推移をみると、平成 21 年から平成 25 年までは減

少しているが、平成 26 年から回復傾向にある。しかし、令和元年から令和 2 年にかけて減少し

ている。 

     産業中分類別工業出荷額をみると、生産用機械器具、食料品製造業、はん用機械器具製造業

などの分野の出荷額が増加している。一方で木材・木製品製造業、窯業・土石製品製造業、業

務用、機械器具製造業などが減少している。 

 

表 2-10 工業出荷額推移 

単位:百万円 

資料：工業統計調査 

 

デフレータ補正値は、令和 2 年を 100 とした国内卸売物価指数により割り戻した値とする。 

 

    

図 2-5 工業出荷額推移 

 

 

 

年 工業出荷額 デフレータ補正値
平成21年 171,597 176,525
平成22年 201,055 207,042
平成23年 172,514 175,141
平成24年 134,430 137,665
平成25年 132,859 134,382
平成26年 137,763 134,996
平成27年 152,579 153,025
平成28年 152,579 158,606
平成29年 165,188 167,831
平成30年 180,102 178,363
令和元年 191,285 189,079
令和2年 185,817 185,817
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表 2-11 産業中分類別工業出荷額(1/3) 

「X」秘匿値、単位：百万円 

資料：工業統計調査 

 

 

表 2-12 産業中分類別工業出荷額(2/3) 

「X」秘匿値、単位：百万円 

資料：工業統計調査 

 
 

出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値

171,597 176,525 201,055 207,042 172,514 175,141 134,430 137,665 132,859 134,382

09 食料品製造業 23,998 24,687 25,268 26,021 25,949 26,344 26,325 26,959 27,185 27,497

10 飲料・たばこ・飼料製造業 444 457 450 463 519 527 521 534 491 497

11 繊維工業 1,280 1,317 χ χ χ χ χ χ χ χ

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 1,522 1,566 1,740 1,792 2,513 2,551 3,717 3,806 3,517 3,557

13 家具・装備品製造業 5,642 5,804 6,289 6,476 6,281 6,377 5,813 5,953 7,344 7,428

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 467 481 476 490 541 549 413 423 417 422

15 印刷・同関連業 3,288 3,382 3,233 3,329 4,493 4,561 3,139 3,215 3,079 3,114

16 化学工業 χ χ χ χ 6,786 6,889 χ χ χ χ

17 石油製品・石炭製品製造業 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 5,035 5,180 3,333 3,432 5,402 5,484 5,425 5,556 5,229 5,289

21 窯業・土石製品製造業 1,770 1,821 1,712 1,763 1,634 1,659 1,645 1,685 1,408 1,424

22 鉄鋼業 χ χ χ χ χ χ - -

23 非鉄金属製造業 398 410 339 349 441 448 382 391 310 314

24 金属製品製造業 2,792 2,872 3,604 3,712 3,960 4,020 3,732 3,822 3,615 3,656

25 はん用機械器具製造業 20,507 21,096 16,018 16,495 17,649 17,918 20,240 20,727 20,415 20,649

26 生産用機械器具製造業 16,355 16,825 37,538 38,656 32,874 33,375 16,698 17,100 15,493 15,671

27 業務用機械器具製造業 36,161 37,199 44,845 46,181 21,792 22,124 1,743 1,785 1,540 1,558

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 11,769 12,106 14,230 14,653 12,643 12,836 11,227 11,497 10,628 10,750

29 電気機械器具製造業 1,052 1,083 572 589 972 987 858 879 922 933

30 情報通信機械器具製造業 15,454 15,898 13,056 13,445 5,449 5,532 9,073 9,291 4,609 4,662

31 輸送用機械器具製造業 17,772 18,282 20,514 21,125 20,646 20,960 16,821 17,226 19,860 20,088

32 その他の製造業 χ χ 456 469 379 385 394 403 316 320

合 計

産業中分類
平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値

137,763 134,996 152,579 153,025 152,579 158,606 165,188 167,831 180,102 178,363

09 食料品製造業 26,245 25,718 27,160 27,239 27,160 28,233 31,012 31,508 31,813 31,506

10 飲料・たばこ・飼料製造業 449 440 530 532 530 551 513 521 559 554

11 繊維工業 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 1,879 1,841 1,555 1,560 1,555 1,616 2,779 2,823 2,639 2,614

13 家具・装備品製造業 7,676 7,522 8,829 8,855 8,829 9,178 9,362 9,512 9,564 9,472

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 381 373 395 396 395 411 384 390 1,029 1,019

15 印刷・同関連業 3,454 3,385 4,830 4,844 4,830 5,021 5,045 5,126 4,960 4,912

16 化学工業 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

17 石油製品・石炭製品製造業 χ χ χ χ χ χ χ χ χ χ

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 5,564 5,452 4,684 4,698 4,684 4,869 5,935 6,030 6,125 6,066

21 窯業・土石製品製造業 1,582 1,550 1,151 1,154 1,151 1,196 1,217 1,236 1,480 1,466

23 非鉄金属製造業 300 294 χ χ χ χ χ χ χ χ

24 金属製品製造業 3,830 3,753 6,402 6,421 6,402 6,655 4,450 4,521 5,113 5,064

25 はん用機械器具製造業 20,755 20,338 24,222 24,293 24,222 25,179 20,504 20,832 19,406 19,219

26 生産用機械器具製造業 19,533 19,141 29,766 29,853 29,766 30,942 40,255 40,899 46,979 46,525

27 業務用機械器具製造業 1,157 1,134 1,223 1,227 1,223 1,271 2,346 2,384 1,725 1,708

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 13,280 13,013 13,281 13,320 13,281 13,806 12,166 12,361 12,570 12,449

29 電気機械器具製造業 1,463 1,434 1,031 1,034 1,031 1,072 762 774 5,102 5,053

30 情報通信機械器具製造業 χ χ χ χ χ χ χ χ 10,548 10,446

31 輸送用機械器具製造業 19,301 18,913 18,815 18,870 18,815 19,558 11,684 11,871 13,532 13,401

32 その他の製造業 306 300 303 304 303 315 252 256 χ χ

産業中分類
平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

合 計
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表 2-13 産業中分類別工業出荷額(3/3) 

「X」秘匿値、単位：百万円 

資料：工業統計調査 

 
 

  

出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 出荷額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値

191,285 189,079 185,817 185,817

09 食料品製造業 31,678 31,313 34,682 34,682

10 飲料・たばこ・飼料製造業 509 503 443 443

11 繊維工業 χ χ χ χ

12 木材・木製品製造業（家具を除く） 978 967 909 909

13 家具・装備品製造業 9,806 9,693 9,603 9,603

14 パルプ・紙・紙加工品製造業 365 361 410 410

15 印刷・同関連業 4,622 4,569 4,185 4,185

16 化学工業 χ χ χ χ

17 石油製品・石炭製品製造業 χ χ χ χ

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 6,148 6,077 6,038 6,038

21 窯業・土石製品製造業 1,544 1,526 1,367 1,367

23 非鉄金属製造業 χ χ χ χ

24 金属製品製造業 7,086 7,004 6,626 6,626

25 はん用機械器具製造業 22,630 22,369 24,779 24,779

26 生産用機械器具製造業 51,445 50,852 42,795 42,795

27 業務用機械器具製造業 2,026 2,003 1,898 1,898

28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 14,106 13,943 13,663 13,663

29 電気機械器具製造業 4,672 4,618 5,269 5,269

30 情報通信機械器具製造業 11,571 11,438 χ χ

31 輸送用機械器具製造業 13,725 13,567 12,479 12,479

32 その他の製造業 χ χ χ χ

合 計

産業中分類
令和2年令和元年
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C0202-3 将来工業出荷額 

デフレータ補正した工業出荷額推計によると、令和 2 年基準以降は、減少傾向となることが

推測される。 

なお、本推計は過去の実績値を基に行うものであり、推計結果は緩やかな線で示される。近

年見られる極端な増減差により相関係数は低いことから、参考値として捉えることが望ましい。 

 

 

表 2-14 将来工業出荷額 

資料：工業統計調査・経済センサス 

 

 

 

 

図 2-6 工業出荷額推計 

 

  

平 成 17 年 平 成 22 年 平 成 27 年 令 和 2 年 令 和 7 年 令 和 12 年 令 和 17 年 令 和 22 年

実 績 値 289,344 207,042 153,025 185,817

一 次 回 帰 117,660 90,590 63,520 36,450

指 数 回 帰 131,180 115,290 101,320 89,050

対 数 回 帰 124,140 106,120 90,130 75,760

べ き 乗 回 帰 135,040 123,850 114,700 107,050

備考
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C0202-4 産業中分類別商業販売額 

平成 3 年から平成 28 年までの年間商品販売額推移を見ると、一律で徐々に減少傾向にあり、

特に平成 14 年から平成 16 年と平成 19 年から平成 24 年は減少幅が大きい。 

     平成 3 年と平成 28 年の年間商品販売額を比較すると集計単位が異なる分類が多いため、比

較する事が難しいが、卸売業は大幅に減少している。 

 

 

表 2-15 産業中分類別商業販売額 

単位：百万円 

資料：商業統計調査・経済センサス 

 

デフレータ補正値は、令和 2 年を 100 とした消費者物価指数により割り戻した値とする。 

 

 

図 2-7 年間商品販売額推移 

 

 

 

 

 

 

商品販売額 デフレータ補正値

平成3年 303,685 327,954

平成6年 288,306 300,319

平成9年 254,506 260,497

平成11年 240,697 245,609

平成14年 239,597 250,101

平成16年 156,189 163,549

平成19年 186,840 195,644

平成24年 125,027 132,304
平成26年 140,206 143,801
平成28年 120,516 122,850
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表 2-16 産業中分類別商業販売額推移(1/3) 

資料：商業統計調査・経済センサス （単位：百万円） 

 

 

表 2-17 産業中分類別商業販売額推移(2/3) 

資料：商業統計調査・経済センサス （単位：百万円） 

 

 

表 2-18 産業中分類別商業販売額推移(3/3) 

資料：商業統計調査・経済センサス （単位：百万円） 

 

「Ｘ」は秘匿値 

 

販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値

303,685 327,954 288,306 300,319 254,506 260,497 240,697 245,609

215,331 232,539 201,972 210,388 170,171 174,177 155,897 159,079

88,353 95,414 86,335 89,932 84,335 86,320 84,800 86,531

54. 各種商品小売業 12,576 13,581 9,377 9,768 7,518 7,695 11,260 11,490

55. 繊維・衣服・身の回品小売り業 9,658 10,430 8,735 9,099 7,929 8,116 7,101 7,246

56. 飲食料品小売業 21,399 23,109 20,948 21,821 21,265 21,766 21,820 22,265

57. 自動車・自転車小売業 12,852 13,879 11,507 11,986 14,693 15,039 14,241 14,532

58. 家具・じゅう器等小売業 7,360 7,948 8,805 9,172 8,322 8,518 7,934 8,096

59. その他の小売業 23,054 24,896 26,817 27,934 24,435 25,010 ※ ※

小　売　業　小　計

平成3年 平成6年 平成9年 平成11年

合 計

産業中分類

48～53.卸売業

販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値

239,597 250,101 156,189 163,549 186,840 195,644

161,628 168,714 78,908 82,626 110,940 116,168

77,383 80,776 76,697 80,311 75,901 79,477

55. 各種商品小売業 9,029 9,425 8,509 8,910 7,469 7,821

56. 繊維・衣服・身の回品小売り業 5,918 6,177 6,040 6,325 5,865 6,141

57. 飲食料品小売業 20,238 21,125 18,601 19,477 17,774 18,612

58. 自動車・自転車小売業 13,145 13,721 13,035 13,649 11,485 12,026

59. 家具・じゅう器等小売業 7,350 7,672 8,373 8,768 6,951 7,279

60. その他の小売業 21,790 22,745 22,415 23,471 26,355 27,597

合 計

49～54.卸売業

小　売　業　小　計

平成19年
産業中分類

平成14年 平成16年

販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値 販売額 ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ補正値

125,027 132,304 140,206 143,801 120,516 122,850

68,057 72,018 67,867 69,607 46,411 47,310

56,970 60,286 72,339 74,194 74,105 75,540

56. 各種商品小売業 χ χ 6,788 6,962 χ χ

57. 織物・衣服・身の回り品小売業 4,124 4,364 5,062 5,192 5,281 5,383

58. 飲食料品小売業 17,677 18,706 18,984 19,471 23,042 23,488

59. 機械器具小売業 13,405 14,185 15,968 16,377 17,193 17,526

60. その他の小売業 χ χ 24,363 24,988 χ χ

61. 無店舗小売業 144 152 1,175 1,205 1,008 1,028

合 計

50～55.卸売業

産業中分類
平成24年

小　売　業　小　計

平成26年 平成28年
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C0202-5 将来商業販売額 

デフレータ補正した商業販売額推計によると、推計方式により数値に幅はあるものの、減少

傾向にあると推測される。 

なお、本推計は過去の実績値を基に行うものであり、推計結果は緩やかな線で示される。特

に基準とした平成 28 年の販売額の変化が少なくなっていることに影響を受けていることから、

相関係数は高く、参考値として捉えることが望ましい。 

 

 

表 2-19 将来商業販売額 

単位:百万円 

資料：商業統計調査・経済センサス 

 

 

 

図 2-8 年間商品販売額推計 

 

 

 

 

 

  

平 成 6 年 平 成 9 年 平 成 11 年 平 成 14 年 平 成 16 年 平 成 19 年 平 成 26 年 平 成 28 年 令 和 2 年 令 和 7 年 令 和 12 年 令 和 17 年 令 和 22 年 備 考

実 績 値 300,319 260,497 245,609 250,101 163,549 195,644 132,304 122,850

直 線 式 84,340 45,120 5,910 -33,310 -72,530

対数曲線式 115,660 98,730 83,940 70,820 59,030

指数曲線式 104,900 85,690 70,000 57,180 46,700

幾何曲線式 124,820 114,630 106,420 99,630 93,900

合
計


